
歳入合計 111億 1,009万円

※
１
町
税
…
町
民
税
・
固
定
資
産

　
税
・
軽
自
動
車
税
・
た
ば
こ
税

　
な
ど

※
２
地
方
交
付
税
…
ど
の
市
町
村

　
で
も
一
定
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

　
行
え
る
よ
う
に
、
国
か
ら
交
付

　
さ
れ
る
お
金

※
３
国
庫
支
出
金
…
町
が
行
う
事

　
業
に
対
し
、
必
要
性
に
応
じ
て

　
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

※
４
地
方
譲
与
税
…
国
税
と
し
て

　
徴
収
さ
れ
た
後
、
町
に
譲
与
さ

　
れ
る
お
金
。
地
方
揮
発
油
譲
与

　
税
や
自
動
車
重
量
譲
与
税
な
ど

※
５
義
務
的
経
費
…
支
出
が
義
務

　
付
け
ら
れ
て
い
る
経
費
。
人
件

　
費
・
扶
助
費
・
公
債
費
が
あ
る
。

※
６
投
資
的
経
費
…
道
路
や
学
校

　
の
建
設
な
ど
、
社
会
資
本
整
備

　
に
要
す
る
経
費

※
７
扶
助
費
…
高
齢
者
や
児
童
、

　
障
が
い
者
な
ど
へ
の
支
援
に
要

　
す
る
経
費

※
８
公
債
費
…
町
の
借
入
金
の
返

　
済
に
か
か
る
費
用

※
９
物
件
費
…
町
の
事
業
に
必
要

　
な
消
耗
品
や
備
品
、
委
託
料
な

　
ど
に
要
す
る
経
費

※
10
繰
出
金
…
特
別
会
計
の
事
務

　
事
業
を
補
助
す
る
た
め
、
一
般

　
会
計
か
ら
特
別
会
計
に
支
出
す

　
る
お
金

●
用
語
の
解
説

　地方消費税交付金は消費税率が５％から
８％に引き上げられたことで、26年度より
1億 3,907万円増加し、３億 1,590万円とな
りました。その内の社会保障財源分は１億
3,824万円となり、中学生までの医療費が無
料になる施策などに充てました。
　町債は本庁舎などの耐震補強事業のための
借入と一般財源の不足を補うための臨時財政
対策債の借入により、26年度より４億1,228
万円多い、８億5,808万円となりました。

地方消費税交付金の引き上げにより

26年度に比べて１億6,863万円の増額

一般会計　歳入01

　臨時福祉給付金を支給したことで、扶助
費が 26年度より 6,092万円増えました。一
方、人件費と公債費が減り、「義務的経費」は
5,860万円減少しています。
　補助費等は、愛顔のえひめ商品券・内子わ
くわく商品券発行事業補助金、えひめいやし
の南予博の開催負担金などの支出があり、26
年度より１億4,586万円増加しました。「投資
的経費」では、ライフル射撃競技施設整備な
どの事業を実施しました。

ライフル射撃競技施設が完成

歳出合計は26年度より5,375万円の増額

一般会計　歳出02

27年度決算報告

決 告報算
　平成27年度決算が９月議会定例会で承認されたのでお知らせします。
　一般会計の実質収支は４億6,346万円の黒字となりました。各特別会計も黒字決算、公営企業会計でも
安定した事業運営が持続できており、各財政指標も良好な結果となっています。
　27年国勢調査の速報値では、内子町の人口は16,750人となり、５年前の調査から1,296人減りました。
人口減少時代の中にあっても活力があるまちづくりを目指し、最少の経費で最大の効果が得られるような
財政運営に取り組みます。

　特別会計は一般会計と区分し、特定の収
入と支出で経理を行う会計です。27年度は
全ての特別会計で、安定的な運営がされて
います。簡易水道事業は24年度から水道
事業へ段階的に統合し、28年度で全て統合
されました。債権・債務は水道事業へ引き
継がれました。

安定的な運営を継続

簡易水道事業特別会計は廃止

特別会計03

　公営企業「内子町水道事業」は、料金収入
で必要経費を賄う独立採算が原則です。安
全・安心な水を安定して送り続けるため、
老朽化した浄水場や配水池などの水道施設
の建て替え、水道管の取り替えを計画的に
しています。
　27年度は一部配水管の普及がされてい
なかった富中地区で敷設工事を行いました。
28年度からは簡易水道が上水道と統合し、
地域の実情に応じた経営体制を確立します。

配水管や浄水施設を適切に管理・更新
27年度の純利益は5,239万円

公営企業会計04

特別会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額

小田高校寄宿舎 960 960 ０

国民健康保険事業 27億9,841 26億7,086 １億2,755

後期高齢者医療保険事業 ２億2,012 ２億1,649 363

介護保険事業 24億9,513 24億3,477 6,036

介護保険サービス事業 2,182 2,182 0

簡易水道事業 ５億1,812 ３億2,046 １億9,766

公共下水道事業 ２億7,563 ２億7,562 １

（単位：万円）

収　入 支　出 差引利益

●損益取引〔収益的収支〕
…水道水を供給するために必要な財源と経費 （税抜、単位：万円）

収　入 支　出 差引

●資本取引〔資本的収支〕
…水道施設を建設・改良するために必要な財源と経費

        　　　　  6,256 　　　　　　     ２億2,107 △１億5,851
（内訳）加入金　　   175　
　　 　出資金　    4,070
 一般会計補助　    1,341
　工事負担金            670

（内訳）建設改良費　　4,039
　　　 企業債償還金　8,068
　　　 有価証券　　　  １億

（税込、単位：万円）

※不足額は、これまでの利益を積み立ててきた減債積立金などで補
ほ て ん

填

        　　  ２億5,944 　　　　    ２億705 5,239
（内訳）　
　営業収益　　２億247
　営業外収益 　　5,697

（内訳）　
　営業費用　   １億7,780
　営業外費用 　　   2,925 町

※1
税（12.6％）

地
※2
方交付税（48.7%)

繰越金（4.4%）

その他（4.3％）

町債（7.7%）

県支出金（8.4%）

国
※3
庫支出金（9.3%）

地方消費税交付金（2.8%）

地
※4
方譲与税（1.1%）

その他交付金（0.7%）

14億393万円

４億8,482万円
４億7,523万円

54億517万円

８億5,808万円

９億3,191万円

10億3,163万円

３億1,590万円

１億2,682万円

7,660万円

自主財源
（21.3％）

依存財源
（78.7％）

人件費（16.7％）
17億6,028万円

扶
※7
助費（9.6％）

10億630万円

公
※8
債費（12.0％）

12億5,815万円

物
※9
件費（11.7％）

12億2,740万円

補助費等（11.3％）
11億8,722万円

繰
※10
出金（12.4％）

13億92万円

維持補修費ほか（6.9％）
７億3,018万円

普通建設事業費（18.4％）
19億3,892万円

災害復旧事業費（1.0%）
１億101万円

義務的経費
（38.3％）

その他の
経費

（42.3％）

投資的経費
（19.4％）

歳出合計 105億 1,038万円

平成27年度
主な事業（抜粋）

1_城の台公園特設ライフ
ル射撃場整備事業　2_町
営住宅中組団地新築事業
3_本庁舎耐震補強事業１２３
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災害や財政不足などに備える積立金

基金残高は59億8,601万円

基金06

町債残高は130億3,679万円
26年度に比べて４億7,131万円の減少

町債05

　

一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
27
年
度

の
総
決
算
額
は
歳
入
１
７
４
億
４
８
９
４
万
円
、

歳
出
１
６
４
億
６
０
０
３
万
円
で
、
前
年
度
に
比

べ
歳
入
は
6
億
７
３
１
４
万
円
の
増
加
、
歳
出
は

４
３
１
４
万
円
増
加
し
た
。

　

多
く
の
業
務
が
委
託
や
請
負
と
し
て
外
注
さ
れ

て
い
た
が
、
事
務
の
効
率
化
、
民
間
の
活
性
化
に

つ
な
が
る
。
競
争
原
理
を
生
か
し
な
が
ら
、
適
正

な
業
務
執
行
が
行
わ
れ
て
い
た
。
入
札
に「
総
合

評
価
落
札
方
式（
注
）
」を
取
り
入
れ
、
落
札
業
者

を
決
定
し
て
い
る
工
事
が
あ
り
評
価
で
き
る
。　

　

町
税
・
貸
付
金
・
使
用
料
な
ど
の
滞
納
は
、
昨

今
の
厳
し
い
経
済
状
況
と
町
民
の
高
齢
化
な
ど
の

中
で
、
22
年
度
か
ら
減
少
に
転
じ
、
前
年
度
か
ら

は
約
69
万
円
減
っ
た
。
こ
れ
は
関
係
職
員
の
努
力

に
よ
る
成
果
で
あ
る
。
徴
収
事
務
は
現
年
分
の
徴

収
を
重
点
的
に
取
り
組
む
な
ど
、
滞
納
金
額
を
解

消
し
、
町
民
の
公
平
な
負
担
と
行
政
へ
の
信
頼
に

つ
な
げ
て
ほ
し
い
。

　

事
務
事
業
の
検
証
・
見
直
し
な
ど
、
事
務
の
効

率
化
と
行
政
改
革
な
ど
を
行
い
、
少
子
高
齢
化
・

過
疎
化
な
ど
多
く
の
課
題
に
取
り
組
み
な
が
ら
多

様
な
町
民
ニ
ー
ズ
に
も
適
時･

適
切
な
対
応
が
出

来
る
よ
う
に
努
め
て
ほ
し
い
。 片

岡
安や
す

男お

監
査
委
員

下
野
安や

す
ひ
こ彦
監
査
委
員

決
算
審
査
意
見

　27年度は本庁舎耐震補強工事で8,900万円、立
川小学校体育館と大瀬中学校体育館の耐震補強
工事で１億2,000万円、上水道区域の拡張で１億
2,980万円、臨時財政対策債３億6,278万円など、
合計10億1,398万円を借入しました。一方で確実
な元金償還をし、町債の残高は26年度より４億
7,131万円減少しました。

健全化判断比率・資金不足比率
27年度の実質公債費比率は6.4㌫、将来負担比率は「無し」。いずれも国の定める基
準を下回っており、良好な状態にあります。全ての公営企業の資金不足はなく健全
です。内子町では引き続き行政改革を推進し、健全な財政運営に努めます。

内子町の財政状況は「健全段階」

健全化判断比率 実質赤字
比　　率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比　　率

27年度
（ 前年度  ）

－
（ － ）

－
（ － ）

6.4％
（ 8.6％ ）

－
（ － ）

早期健全化基準 14.00％ 19.00％ 25.0％
350.0％

財政再生基準 20.00％ 30.00％ 35.0％
⑴実質赤字比率
　一般会計などを対象とした実質収支は黒字で、
　赤字は生じておらず、安心できる状況です。
⑵連結実質赤字比率
　全会計で資金不足はなく、安心できる状況です。
⑶実質公債費比率
　元利償還金などの標準財政規模に占める割合は
　年々改善しており、早期健全化基準以下になっ
　ています。ただし18㌫を超えると危険区域とな
　るため、引き続き注意が必要です。
⑷将来負担比率
　将来負担率は年々改善し、健全性を保っていま
　す。

　公営企業ごとの資金の不足額が、事業規模に対
して、どの程度あるかを示します。内子町は全て
の公営企業で資金不足はなく、財政の健全性を
保っています。

すべての公営企業で資金不足はなく「安心」

資金不足比率
特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

水道事業会計 ―

20％簡易水道事業特別会計 ―

公共下水道事業特別会計 ―

25.0%

35.0%

※１

※２

※４

※３

※５

町民１人
当たりの借金
65万6,665円

（△ 10万 4,226円）

2723 24 2625 （年度）

●町債残高の推移

　基金には災害復旧や財源不足に対応する「財政
調整基金」と、環境や地域福祉など特定の目的で
資金を運用する「特定目的基金」があります。
　特定目的基金を活用した主な事業は、内子座創
建 100周年記念事業に「文化創造基金」の 340
万円、幼稚園・小中学校の図書購入に「エコロジー
タウン内子ふるさと応援基金」の 100万円です。
　公共施設整備基金に５億 7,575万円などを積立
て、基金残高は５億 4,397万円増加しました。

町民１人
当たりの預金
34万4,479円

（+ ３万 7,937円）

27年度決算報告

07

130億3,679万円

158億5,037万円
154億4,871万円

144億5,971万円

135億810万円

2723 24 2625 （年度）

●基金残高の推移

45億9,023万円

59億8,601万円

48億2,935万円

52億7,216万円

54億4,203万円

（
注
）公
共
工
事
の
入
札
で
、
入
札
参
加
業
者
の
技
術
力
や
施
工

の
実
績
な
ど
の
評
価
を
点
数
化
し
、
最
も
高
い
点
数
の
業
者
を

落
札
者
と
す
る
方
式

　「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、

地
方
公
共
団
体
は
毎
年
度
、
実
質

的
な
赤
字
や
将
来
負
担
な
ど
に
か

か
る
指
標
（
健
全
化
判
断
比
率
）

と
、
公
営
企
業
ご
と
の
資
金
不
足

率
（
資
金
不
足
比
率
）
を
議
会
に

報
告
し
、
公
表
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

※
１
健
全
化
判
断
比
率
…
財
政
の

　
健
全
度
を
表
す
も
の
。
財
政
状

　
況
に
応
じ
て
「
健
全
段
階
」「
第

　
１
段
階
」「
第
２
段
階
」に
区
分

　
さ
れ
る
。

※
２
実
質
赤
字
比
率
…
一
般
会
計

　
な
ど
の
、
標
準
財
政
規
模
に
対

　
す
る
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額

　
を
差
し
引
い
た
額
の
割
合
。
標

　
準
財
政
規
模
と
は
、
普
通
交
付

　
税
な
ど
、
標
準
的
に
収
入
し
う

　
る
経
常
一
般
財
源
の
大
き
さ
を

　
い
う
。

※
３
連
結
実
質
赤
字
比
率
…
全
会

　
計
の
赤
字
額
か
ら
黒
字
額
を
引

　
い
た
額
を
、
標
準
財
政
規
模
で

　
割
っ
た
比
率

※
４
実
質
公
債
費
比
率
…
全
会
計

　
と
町
が
加
入
す
る
他
団
体
の
会

　
計
で
、
標
準
的
に
収
入
し
う
る

　
税
金
や
地
方
交
付
税
な
ど
の
う

　
ち
、
借
金
の
返
済
に
使
わ
れ
て

　
い
る
割
合
。（
３
カ
年
平
均
で

　
表
す
）

※
５
将
来
負
担
比
率
…
内
子
町
が

　
背
負
っ
て
い
る
す
べ
て
の
借
金

　
の
大
き
さ
を
示
す
割
合
。

●
用
語
の
解
説

2723 24 2625 （年度）

第１段階（早期健全化団体）

第２段階（財政再生団体）

12.7%
11.6%

10.3%

8.6%

6.4%

●実質公債費比率の推移

10月号掲載の ”特集”に誤りがありました。①誤：宮脇佳奈子さん→正：宮脇伽奈子さん、
②誤：(株 )りくう→正：りくう……です。お詫びして訂正いたします。

お詫び
と訂正2016. 11   広報うちこ  11 広報うちこ   2016. 11  10
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